
区西北部

Ｑ１ Ｑ２ Ｑ３
今後自院にて始めたいと考えている取組 自院の役割を担う上で課題と感じていること

豊島区 北区 板橋区 練馬区 豊島区 北区 板橋区 練馬区 豊島区 北区 板橋区 練馬区

充
足
し
て
い
る
医
療

○他区とも連携している
ため特に問題はない。

○区西北部は都内で最
も医療機関が多いエリ
ア
（特定機能病院２施設、
救命救急センター２施
設）

○高度～回復期は充
足していると思われる。

○バランスが取れてお
り、現状維持が妥当。

○急性期は余っている
ように感じる。

○板橋区には回復期病
院が多すぎ、もう少し適
正配置を心掛けてほし
い。

○高度急性期について
は、２つの大学病院と２
つの公立病院が区内に
あり、またそれに準じる
急性期についても複数
あり、急性期医療につ
いては恵まれた地域で
あると認識している。

○回復期・慢性期につ
いても病院が多く、医療
全般でも恵まれていると
認識している。

○回復期の病床数が非
常に多い

○急性期医療はほぼ充
足されていると思う

＜医療機関間・地域と
の連携＞
○病院の老朽・狭隘に
よるＩＣＵ体制の制限及
び病床不足。

＜人材の確保・育成＞
○在宅医療を行う医
師、リハビリを行う療法
士の数が不足している
が、補充が困難。

＜普及啓発＞

＜自院の診療機能の
向上＞

＜地域との連携強化＞
○地域医療機関との疾
患ごとの連携

○地域の各事業所のケ
アマネジャーと定期的
に集会を開いて情報交
換を行う。

○当院及び地域の理学
（作業）療法士との相談
を密にして、在宅復帰
後の再発予防等の勉強
会を開く。

○訪問看護の必要性を
強く感じる。

＜自院の診療機能の
向上＞
○患者情報のICT化

○認知症早期発見、フ
レイル・ロコモティブ症
候群・サルコペニア早
期診断などを目的とし
た高齢者ドッグ。

＜地域との連携強化＞

＜医療機関間・地域と
の連携＞
○在宅患者さんの急変
時等の入院の対応が増
えているが、介護度が
上がっていること、認知
症の方が増えていること
での受入困難。

○病院側のスタッフ（医
師・看護師・在宅事務
部門）と地域ケアマネの
調整

○小児科から内科等成
人診療化への移行が円
滑にすすまない。

＜人材の確保・育成＞

＜普及啓発＞
○家族、職員に対する
看取り教育、ポストベン
ションへの支援がない。

地域の医療の現状の認識（充足していると思う医療・不足していると思う医療）

不
足
し
て
い
る
医
療

○ターミナルケアの受
入先

○古い小規模の病院が
多く、全体的に機能が
不足している。

○夜間、休日に診療す
る病院、医師が少ない。

○精神科が不足してい
るように思う

○一人暮らしの高齢者
の認知機能を定期的に
在宅診療の中でチェッ
クしている医療機関（認
知症の治療の早期介入
のために）。

○高齢者が在宅で機能
を維持していくための在
宅リハビリ

○作業所や福祉の情報
が病院に入りにくい。

○精神科治療のゴール
を作業所や就労支援に
向けたいが情報が入っ
てこない。

○救急体制、看取り教
育の機会と家族と職員
に対するポストベンショ
ンの支援がない。

○小児を対象とする訪
問診療医が少なく、医
療的ケアのある重心者
の通所が少ない。

○回復期リハビリ及び
慢性期病床が不足して
いる。

○在宅医療環境が不足
している。特に、がんに
ついてはある程度ある
が、非がんについては
極度に不足。

○超急性期病院、特に
３次救急ができる病院
の増床。

○地域包括ケア病棟も
増やす必要がある。

○在宅医療に対応する
在宅療養支援病院（診
療所）等、24時間看守り
診療応需対応体制が未
完との印象。

○地域包括ベッドが少
ない。回復期病院で受
け入れが困難の場合、
受け入れ先を探すのが
難しい。

○療養病床の不足

○急性期、慢性期とも
病床が不足

○高度急性期は都心
部に比べて不足気味と
思われる。

○療養病床が不足して
いるため、急性期病床
が圧迫されている。

＜自院の診療機能の
向上＞
○眼科と内科を組み合
わせたトータルケア

○ハイリスク妊娠に伴う
母体搬送数の増加への
対応。（ＭＦＩＣＵ，分娩
室の増床、人員体制の
充実）

○高齢化に伴い、救急
搬送患者増、高齢者特
有の疾患（がん、骨折、
合併症）などへの対応
増が見込まれるため、
総合診療医の育成、救
急専門医の確保、専任
看護師の人員確保など
受入体制の強化を図
る。

＜地域との連携強化＞
○訪問診療

○周囲のクリニックとの
連携、在宅支援の充実

○地域包括ケア病棟の
導入及び患者支援セン
ターの対外的機能を強
化し、地域連携を一層
充実させる。

＜自院の診療機能の
向上＞
○ベッド増床

○循環器領域の拡充に
よる循環器病センター

○消化器疾患に対応す
る消化器病センター

○ＣＯＰＤなど難病の治
療を行うＣＯＰＤ呼吸器
難病センター

＜地域との連携強化＞
○在宅診療、在宅リハ
ビリのさらなる充実化。

＜医療機関間・地域と
の連携＞
○かかりつけ医機能、
在宅の後方支援

○在宅医療機関との連
携

○定期的に在宅支援の
医療、看護、介護や福
祉の関係機関と交流を
図り、情報共有が必要。

＜人材の確保・育成＞
○人材の確保と費用
（特に救急の受け入れ
に関して）

○人材不足、新規の投
資が不可（資金）

○人員体制の確保・育
成（総合診療医、救急
専門医、産科医、麻酔
科医、看護師、助産師）

＜普及啓発＞

＜医療機関間・地域と
の連携＞
○急性期を脱した心不
全患者の地域でのリハ
ビリ、介護などを含めた
地域包括ケア。

○急性期疾患を併発し
た時のスムーズな受け
入れ。

○退院後の在宅医療の
充実、訪問診療や訪問
看護ケアの施設の増
加。

＜人材の確保・育成＞
○リハビリ（セラピスト確
保）、ＭＳＷ間での連携

○高齢者がん医療を担
う外科領域の人材の育
成

＜普及啓発＞



Ｑ４ Ｑ５
各機能（高度急性期機能・急性期機能・回復期機能・慢性期機能）及び在宅医療に望むもの 予測される将来の医療の状況、将来の医療体制を検討するにあたっての考え方

豊島区 北区 板橋区 練馬区 豊島区 北区 板橋区 練馬区

高度急性
期機能

○大学病院やセンター病院を中
心に、高度の医療資源を必要と
する劇症肝炎、多発外傷、広範
囲熱傷などに対応する医療機関
ネットワークの構築、強化

○入院後の病状経過とともに、
本人・家族の病気の受け止めの
内容、どこまで治療を希望して
いるか等を次の病院スタッフへ
伝えてほしい。

○高度急性期機能を果たすた
めの後方ベッドの確保

急性期機
能

○今後、移動能力の乏しい高齢
者の急性期疾患や救急搬送の
増加に対応が必要

○在宅の要介護や認知症の方
の急性期での受け入れ

○入院後の病状経過とともに、
本人・家族の病気の受け止め内
容、どこまで治療を希望している
か等を次の病院スタッフへ伝え
てほしい。

○急性期医療機関が病床の運
用のための転院だけでなく、相
互役割分担としての機関連携が
求められる。

回復期機
能

○今後、在宅医療を発展させる
ために、急性期から在宅医療に
移行するまでの地域の患者の受
入病床として整備が必要。

○在宅、かかりつけ医としての入
院の受入

○回復した後に在宅で経過を見
て、また再度悪化した際には、
急性期機能病院に入院するの
ではなく、程度に応じて再度回
復期で診療してほしい。

慢性期機
能

○耐性菌感染や認知症合併患
者のスムーズな受け入れ

○経済的な負担が少ない個室
の整備。

○在宅に帰れない方（施設ある
いは転院）の入院継続また、病
院での看取り

○患者様の治療のゴールを本
人・家族に聞いて、その内容を
常に定期的に更新して、最新の
情報が分かるようにしてほしい。

○慢性期医療において、現在医
療区分の壁があり、軽い患者さ
んの受け入れが困難になってい
る。可能なら医療区分の廃止あ
るいは緩和を望む。

○慢性期機能の病床は、在宅
療養への転化が困難な患者様
（主に独居世帯）の療養生活（治
療含め）提供の場として今後も
終末看取りを踏まえた上で、求
められる機能と考える。

在宅医療 ○在宅支援の整備

○在宅医に関する情報不足が
ネックとなり、連携が進まない状
況がある。今後は、在宅医と医
療機関等との一体的な連携体
制の整備が必要。

その他 ○包括ケア病棟の施設基準緩
和。

○医療連携は以前より活発に行
われているが個別の連携が主で
ある。

＜予測される将来の医療の状況＞
○回復期は新設あるいは新規参入
予定の病院も多く、回復期を必要と
する患者様のニーズに季節変動要
因があるため、閑散期については患
者様の取り合いになりかねず、病院
経営に及ぼす影響が懸念される。

＜将来の医療体制を検討するにあ
たっての考え方＞
○人口減少に対応して病院の役割
分担を、病床数を緩やかに減少さ
せながら取り組むことが必要。

○超急性病院および回復期病院の
偏在を何とかしてほしい。適正配置
を望む。

○中小総合病院の集約化。少なくと
も地域の中核病院は1000～2000床
の規模に集約し、全診療科におけ
る人的資源・ベッド数の確保を含む
24時間365日フル稼働体制を構築
する必要がある。

＜その他＞

＜予測される将来の医療の状況＞

＜将来の医療体制を検討するにあ
たっての考え方＞
○練馬区は、がん等の患者は都内
中央部へ流出し、心筋梗塞など時
間を争う患者は流入している地域で
あるが、住民のことを考えれば地域
完結できる医療提供体制を整備す
べき。

＜その他＞

＜予測される将来の医療の状況＞
○病床患者の多少に波がある

○高齢化に伴う患者（がん、骨折、
合併症等、救急搬送）の増加への
対応、在宅医療との連携加速

○出生率の上昇、晩婚化、分娩施
設の減少によるハイリスクの妊婦へ
の対応増

＜将来の医療体制を検討するにあ
たっての考え方＞
○市民への在宅の啓蒙活動、特に
病院に任せるだけでは対応できな
い。

＜その他＞

＜予測される将来の医療の状況＞
○高齢者単身生活あるいは老々世
帯の増加により、急性期を脱しても
在宅へなかなか帰れない方が増え
る。

＜将来の医療体制を検討するにあ
たっての考え方＞
○病床機能が分化されても在宅へ
対応してくれる医療機関が増えな
い、または在宅対応が十分でない
と、病院・在宅の一連の流れが作れ
ない。

○高齢者が増え続ける時期には、
地域のケアマネと地域の医療機関
が早期に介入して、できるだけ高度
急性期機能病院を使わないように、
個人情報に配慮のうえ、地域のす
べての高齢者情報を一元管理す
る。

＜その他＞
○障害児福祉計画を区市町村が策
定することになっているが、実態に
即した計画立案を求めたい。



Ｑ６ Ｑ７ Ｑ８
地域における将来に向けての不安・課題 今後調会議で取り扱うべきと考えるテーマ その他

豊島区 北区 板橋区 練馬区 豊島区 北区 板橋区 練馬区 豊島区 北区 板橋区 練馬区

医療連携 ○病院での医療提供と
在宅での医療提供の違
いに対する連携・調整

○精神疾患を持つ患者
への医療提供

○在宅支援の医療、看
護、介護や福祉などの
関係機関のスキルアッ
プ・人材育成も重要に
なる。

○介護・医療・看護の個
別の各機関が高齢者に
ついて情報を共有する
ことが、迅速かつ公立的
に管理できるが、個人
情報のことでどこまで踏
み込めるかが課題と考
える。

○医療連携における
ICTの活用

人材の確
保・育成

○病棟対応できる看護
師が不足している

○新専門医制度への対
応。特定の診療科の医
師確保が困難（救急、
麻酔など）

○学会志向、大病院志
向の研修・専門医制度
の元では中小病院の医
師が増えず、中小病院
が潰れることになると思
う。

○医局人事とはなれて
紹介会社を通じての医
師の紹介のシステムで
も中小病院には医師が
集まりにくくなっている。

○地域でのMSWの育
成、地域でのケアの中
心となる組織

○看護師及びケアワー
カーの不足、特にケア
ワーカーについては極
度に不足しているため、
解消への努力を望む。

○看取りの診療報酬が
厳しい

○大規模な総合病院も
参入しており、逆に地域
連携の妨げとなってい
る。

○高齢者を慢性期病床
に送り出しているのが現
状。在宅への移行は困
難なケースがほとんど。

○在宅医と患者情報を
共有できる仕組みが必
要と考える。地域の中で
の関係機関同士のネッ
トワーク作りについて都
全体で仕組みを整備し
てもらいたい。

○在宅医の多くは医師
会未加入のため、個別
訪問等により連携体制
を構築する必要がある。

○単身、老々世帯の増
加では在宅への仕組み
づくりを行っても在宅療
養が進まないと思われ
る。

○医療連携、生活支援
福祉施設などからの情
報が入ってこない

○小児を受ける訪問診
療医が増えることを望
む。

その他 ○建て替えや耐震など
がうまく進まなければ将
来的に継続的な医療提
供が難しくなる可能性
がある地域である

○ICTの統一化

○患者情報の共有と個
人情報の取り扱い

○高齢者で介護が必要
となった方の情報共有
のあり方

○回復期病院偏在の解
消、適正配置について

○効率的な医療の推進
とともに、先進医療導入
の財源確保の必要性

○在宅医療機関（診療
所、訪問看護ステーショ
ン、ヘルパーステーショ
ン等）と療育施設、救急
医療機関、児童相談
所、障害児者福祉担当
部署との連携会議の創
設が求められる。

○小児医療に関する議
論が少ない

○重症心身障害児
（者）の医療に関する諸
問題

○災害対策

○国民総医療費の抑制
に伴い、近い将来、現
状のシステムでは日本
全体で病院経営が困難
になる事。そのためには
現状の中小規模の総合
病院を中心とした医療
システム等を改善する
必要がある。

在宅医療の
提供や地域
包括ケアシ
ステムの構
築

○国の医療政策で在宅
医療を進める中、都内
は特に核家族化が進
み、対応してくれる医療
機関がどれくらいあるか
不安。

○在宅復帰機能加算の
条件を見直してほしい
（老健施設などから入院
された患者さんが元の
施設に帰った場合も在
宅復帰とする等）。


